資料１
地域生活支援策のあるべき姿について　案

Ⅴ．今後の医療的ケアが必要な重症心身障害児（者）の地域生活支援方策について
　　　　　　　　（骨　子　案）
1． 地域生活支援策のあるべき姿
　医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）の「実態調査」から浮かび上がってきた課題は、先に述べたとおりであるが、この間国際的には大きくその障がいの捉え方並びに支援方法についても大きく変容してきたと言えよう。また、国においても障害者基本法の抜本的改正や自立支援法の廃止に伴う総合福祉サービス法（仮称）の制定、障害者差別禁止法や障害者虐待防止法の制定などなど、障害当事者の参画による障害者福祉の見直しが行われようとしている。

そのような中で、国際的に障害に対する共通の理解を求めるICFの考え方を先に示すことで、今後の医療的ケアが必要な重症心身障害児（者）地域支援方策についての基本的な視座を共有したいと考えた。

1)基本的な視座（ICFの観点から） 
1 ＩＣＦとは
2 ＩＣＦの特質と特徴
3 ＩＣＦの分類

4 伝統的モデルとＩＣＦモデル

2）基本的な考え方

①重層的な医療福祉圏域の構築（ケア・バイ・ザ・コミュニティ）

　1973年にイギリスのＭ・ベイリーが、「Mental　Handi-cap　and　Community　Care」の中で述べているように、障害福祉サービスが地域とほぼ無関係に隔離された方法で提供されていた状態（これをケア・アウト・ザ・コミュニティと呼ぶ）から、在宅福祉サービスが地域にあり、それなりに地域生活が可能になるが、ほとんど近隣関係やインフォーマルケアは期待できない状況（これをケア・イン・ザ・コミュニティと呼ぶ）へ移行していている。今後は、さらに制度的サービスと近隣住民によるインフォーマルケアとが有機的につながり、生活圏である地域において、障害福祉サービスを必要とする人を、地域という面で支援することが求められるといえよう。（これをケア・バイ・ザ・コミュニティと呼ぶ）

　このような地域生活支援体制は、以下のような4つの圏域から成り立つ。

1． ミクロレベル

2． メゾレベル

3． エクソレベル

4． マクロレベル





②ライフステージに応じた支援体制の構築（きれめのない支援をめざして）
・乳幼児期

・学童期（小・中学校）

・青年期（高校等）

・成人期

・熟年期

・高齢期
3）基本的なスキーム（枠組み）

1 地域生活支援に求められる3つの支援

· 日中活動支援（アクティビティ支援）
· 生活・暮らしの支援（住宅・ケアホームの充実・地域福祉推進）

· アドボカシー支援（コンタクト・パーソン、財産保全、成年後見制度等）





2 相談支援体制とその仕組みの構築（地域自立支援協議会）
　　　　　　　　　自立と社会参加の地域生活支援
　　　　　　自助・互助・公助の参加・協働型ネットワーク






3 医療との連携

4 社会資源の改善や開発

４）具体的な展開
　今回の調査にも現れている通り、新たな重症心身障害児（者）施設の設置を求めるニーズが極めて高い。すなわち、医療的ケアが必要な重症心身障害者の地域生活支援をする施策がなく、家族が抱かえこまざるを得ない厳しい状況を反映して示していると言える。しかしながら、一方ではケアホームを望む声もまた高いのである。ご存じの通り、ケアホーム・グループホームは居宅サービスの類型に位置し、地域生活支援の有力な社会資源である。　このように一見矛盾するような調査結果をどのように解釈し分析するのかである。そのようなニーズ論を考えるときに、フェルト・ニーズ（要介護者が表明しているニーズ）と、ノーマティブ・ニーズ（社会的規範や社会的変遷の流れの中で求めるニーズ等）を考えながら、リアル・ニーズを探っていくという姿勢が肝要である。
　本委員会のミッションは、重症心身障害児（者）の地域生活支援方策を考えるというノーマイブ・ニーズがある。そして、そのための施策の提言を目指している。従って、そのような中で、

リアル・ニーズを探っていくためには、前述したニーズ論に基づき、なぜ新たな重症心身障害児（者）の設置を求めるニーズがでてくるのかといったフェルト・ニーズを分析し、仮説を設定する必要がある。その仮説の答えは、「ケアホームを望む声が高い点にあらわれている」と言えよう。

つまり、重症心身障害児（者）施設は、①入所型施設であり安全に住むという住機能、②安心して生活できるという生活機能、③レクレーションや趣味や生きがいといった日中活動支援機能、④日常生活上の必要な介護をうけることが可能となる介護支援機能を有している。さらに、医療法上に規定する病院でもあり、⑤必要な時に必要な医療サービスをうけることができるという医療サービス提供機能や⑥健康管理や予防といった保健サービス提供もうけることができるといった特性を有している。さらに、大切なことは、このような6つの支援に加えて、⑦２４時間、３６５日必要な時に相談できる相談支援機能があるということである。逆説的に言えば、そのような7つの支援体制が地域で具現化することができれば、地域生活支援が可能たらしめることを意味していよう。その萌芽として、「ケアホームを望む声もまた高い。」という結果として表れていると捉えてみたい。そして、地域の中にその7つの機能を具現化してための具体的な展開を探っていくことが、重症心身障害児（者）や家族のリアルニーズを充足することにつながっていくのだと考えている。
　従って、ここでは

1） 地域ケア体制の構築

地域ケア体制とは、重症心身障害児（者）が、身近な地域で、医療・介護・保険・福祉等のサービスが、包括的に、継続的に受けられるしくみのことである。
· オン・サイト

· ワン・ストップ・サービス

○そのためには、３６５日・２４時間対応の適切な相談体制を構築していく必要がある。

　→　基幹型相談支援センターの設置が求められる。（相談支援体制の整備）

○個別（本人）支援計画（ＩＰＰ）と個別支援サービス計画（ＩＳＰ）の設定が必要である

　→　かかりつけ相談員（コンタクトパーソン）
　→　設計図のかける質の高い相談員の養成とその研修体制
　→　設計図の養務づけとチェック体制

　→　かかりつけ医との連携とショートステイ体制（長野県の取り組みを参考に）

○重症心身障害児（者）の地域生活を支援するために、２つの設計図、個別（本人）支援計画（ＩＰＰ）と個別支援サービス計画（ＩＳＰ）をもってしても足りない社会資源や、新たに開発しなければならない社会資源を充足するために自立支援協議会の活用を考える。




















○あらたな入所型施設は、作らない。真に求められているニーズは、前述した７つの機能を地域の中に具現化することであり、そのための支援方策の充実ということになろう。
○ケアホームの整備促進と内容の充実

○基幹型支援センターによる本人支援計画

○相談支援者による本人支援サービス利用計画

　　　　　　　　　　　マイクロレベル（政策・制度）


　　　　　　　　　　　　　（近畿圏や国）





　　　　　　　　　　　エクソレベル


　　　　　　　（医療福祉圏域もしくは府）





　　　　　　　　メゾレベル


　　　　　　　（市町村）





　　　　　ミクロレベル








　　　　　　近隣


　　　　　　自治会
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　　　　　　　　　　　　マイクロレベル（政策・制度）





　　国





　報酬単価設定





　障害者差別


　　禁止法





　セーフティネット


　　　の形成





　　　　　　　　　　　　　　エクソレベル





医療福祉圏域


　６ヶ所





　重症心身障害者（児）


　　　　　専門医療機関
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　　障害者虐待防止法





　　　　　　　　　　メゾレベル





　　　　　　ミクロレベル





　　かかりつけ医





地域密着型サービス


　グループホーム


　　ケアホーム


　小規模多機能
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　居宅、ホームヘルプ
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　セルフヘルプ
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　（当事者組織）
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重症心身障害者（児）


　サポート・専門医
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